
令和６年度
こども家庭庁行政事業レビュー 公開プロセス

説明資料

母子家庭等対策総合支援事業のうち、
アクティビティ①②



子育て・生活支援

○母子・父子自立支援員に
よる相談支援

○ヘルパー派遣、保育所等
の優先入所

○こどもの生活・学習支援事
業等によるこどもへの支援

○母子生活支援施設の機能
拡充 など

就業支援

○母子・父子自立支援プログ
ラムの策定やハローワーク
等との連携による就業支
援の推進

○母子家庭等就業・自立支
援センター事業の推進

○能力開発等のための給付
金の支給 など

養育費確保支援
  

○養育費等相談支援セン
ター事業の推進

○母子家庭等就業・自立支
援センター等における養育
費相談の推進

○「養育費の手引き」やリー
フレットの配布

など

経済的支援  

○児童扶養手当の支給

○母子父子寡婦福祉資金の
貸付

就職のための技能習得や
児童の修学など12種類の
福祉資金を貸付

など  

 

ひとり親家庭等の自立支援策の体系

○ ひとり親家庭等に対する支援として、「子育て・生活支援策」、「就業支援策」、「養育費確保策」、「経済的支援
策」の４本柱により施策を推進。

○ 「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に基づき、
① 国が基本方針を定め、
② 都道府県等は、基本方針に即し、区域におけるひとり親家庭等の動向、基本的な施策の方針、

 具体的な措置に関する事項を定める自立促進計画を策定。

1



母子家庭等対策総合支援事業費補助金
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令和６年度予算 ：163億円（令和５年度予算：162億円）
令和５年度補正予算：  18億円

※補正予算額の一部を繰り越して、令和６年度に実施

本補助金は、都道府県等が実施するひとり親家庭の就業・自立支援、子育て・生活支援等の事業に要する経費に対し
て補助金を交付し、地域におけるひとり親家庭等対策の総合的な支援の充実を図ることを目的とする。

【対象事業】

①母子家庭等就業・自立支援事業（母子家庭等就業・自立支援センター事業、一般市等就業・自立支援事業）アクティビティ①

②ひとり親家庭等日常生活支援事業

③ひとり親家庭等生活向上事業

④母子家庭自立支援給付金及び父子家庭自立支援給付金事業 アクティビティ②

⑤ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 アクティビティ②

⑥母子・父子自立支援プログラム策定事業 アクティビティ①

⑦ひとり親家庭への総合的な支援のための相談窓口の強化事業 アクティビティ①

⑧離婚前後親支援事業

⑨社会保障・税番号制度に係る情報連携体制整備事業

   ⑩ひとり親家庭等に対する相談支援体制強化事業

⑪ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 アクティビティ②

⑫地域こどもの生活支援強化事業

⑬ひとり親家庭等に対するワンストップ相談体制強化事業

青字は、公開プロセス対象事業



３  実施主体等

２  事業の概要

１  事業の目的

母子家庭等就業・自立支援事業

○ 母子家庭の母及び父子家庭の父等（離婚前から当該事業による支援が必要な者も含む）に対し、就業相談から就業情報の提供等までの
一貫した就業支援サービスや養育費の取り決めなどに関する専門相談など生活支援サービスを提供する事業。

 ○ 親子交流支援事業について、対象者要件を見直し（児童扶養手当受給者要件の撤廃）。

就業情報提供事業

（１）母子家庭等就業・自立支援センター事業

就業支援事業 就業支援講習会等事業

養育費等支援事業

・就業相談、助言の実施、企業の意識啓
発、求人開拓の実施 等

【１か所あたり最大9,677千円】

・求人情報の提供 ・電子メール相談 等
【１か所あたり2,861千円】

・生活支援の実施 ・養育費相談の実施等
【１か所あたり最大25,839千円】

在宅就業推進事業（H20～）

・在宅就業に関するセミナーの開催や在宅
就業コーディネーターによる支援 等

【１か所あたり最大11,000千円】

親子交流支援事業【拡充】

・親子交流（面会交流）援助の実施 等
→ 対象者の要件見直し

【１か所あたり最大4,201千円】

相談関係職員研修支援事業（H26～）

広報啓発・広聴、ニーズ把握活動等事業（H26～）

・相談関係職員の資質向上のための研修
会の開催や研修受講支援 等

【１か所あたり2,837千円】

・地域の特性を踏まえた広報啓発活動や支援施策に係るニーズ調査の実施 等
【１か所あたり2,300千円】

心理カウンセラー等配置（R3～）

就業環境整備支援事業

・就業準備等に関するセミナーや、資格等
を取得するための就業支援講習会の開催

【１か所あたり最大14,418千円】

・PC等の貸与を行うことで在宅就業や各種訓練に必要な環境整備を図る
【１か所あたり2,880千円】

○ 母子家庭等就業・自立支援センター事業の支援メニューの中から、地域の実情に応じ実施【１か所あたり最大20,689千円】

○ 心理カウンセラー配置する場合 【１市町村あたり3,000千円】

○ 在宅就業や各種訓練に必要な環境整備を図る場合 【１市町村あたり2,880千円】

（２）一般市等就業・自立支援事業

・心理担当職員の配置
【１か所あたり3,000千円】

【実施主体】（１）都道府県・指定都市・中核市
（２）一般市・特別区・福祉事務所設置町村

【補 助 率】国1/2、都道府県・指定都市・中核市・一般市等1/2

【相談実績】令和４年度就業相談件数（延べ数）99,655件

都道府県 指定都市 中核市 合計

令和４年度
47か所

(100.0%）
20か所

(100.0%）
49か所

(79.0%）
116か所

(89.9%）

【母子家庭等就業・自立支援センター設置状況】
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＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金 ＞ 令和６年度予算 163 億円の内数 （162 億円の内数 ） ※  （ ）内は前年度当初予算

事業番号①アクティビティ①



３  実施主体等

２  事業の概要

１  事業の目的

自立支援教育訓練給付金

【実施自治体数】

 ○ 母子家庭の母又は父子家庭の父が教育訓練講座を受講する場合にその経費の一部を支給することにより、主体的な能力開発の取組
 を支援し、母子家庭及び父子家庭の自立の促進を図ることを目的とする。

 ○ 利用者の負担軽減及び利用促進を図るため、支給割合を一部拡充するとともに、支給方法を見直し、半年ごとの分割支給を可能とする。

＜対象者＞
○ 次のいずれにも該当する母子家庭の母又は父子家庭の父に支給

 ① 自立に向けた計画（母子・父子自立支援プログラム）の策定等を受けている者（児童扶養手当受給相当の所得要件を撤廃）
 ② 就業経験、技能、資格の取得状況や労働市場などから判断して当該教育訓練が適職に就くため必要と認められること

＜対象講座＞
○ 実施主体の自治体の長が指定

 ① 雇用保険制度の一般又は特定一般教育訓練給付の指定講座 《対象講座の例》簿記検定試験、介護職員初任者研修 等
 ② 同制度の専門実践教育訓練給付の指定講座（専門資格の取得を目的とする講座に限る）

 ※ ①・②に準じるものとして、都道府県等の長が地域の実情に応じて指定した講座を含む。

＜支給内容＞
１．雇用保険法の規定による教育訓練給付金の支給を受けることができない者

    ① 上記対象講座の① を受講する者：受講料の６割相当額、上限20万円
    ② 上記対象講座の② を受講する者：受講料の６割相当額、修学年数×上限40万円

 
２．雇用保険法の規定による教育訓練給付金の支給を受けることができる者

 １に定める額から教育訓練給付金の額を差し引いた額
※ １、２のいずれの場合も、12,000円を超えない場合は支給しない。

 

【実施主体】都道府県・市区・福祉事務所設置町村

【補助率】国３／４、都道府県等１／４

【事業実績】

 令和４年度支給件数 2,005件 就業実績 1,559件 ※ 都道府県47か所には、県内の全市町村で実施している２自治体を含む（島根県、広島県）。

（注）（ ）内は、都道府県、市等における実施割合。

⇒ 修了後１年以内に資格取得等し、就職等した
場合、受講費用の25％(上限年間20万円)を追加
支給（最大85％の支給）
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＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金 ＞ 令和６年度予算 163 億円の内数 （162 億円の内数 ） ※  （ ）内は前年度当初予算

都道府県 指定都市 中核市 一般市等 合計

令和４年度
47か所

(100.0%)※
20か所

(100.0%)
61か所

(98.4%)
725か所
(92.9%)

853か所
(93.8%)

事業番号④アクティビティ②



３  実施主体等

１  事業の目的

高等職業訓練促進給付金

 

＜対象者＞ 
○ 養成機関において修業を開始した日以降において、次のいずれにも該当する母子家庭の母又は父子家庭の父に支給
 ① 児童扶養手当の支給を受けているか又は同等の所得水準にあること
 

 ② 養成機関において６月以上のカリキュラムを修業し、対象資格の取得が見込まれる者であること
※ 令和５年度末までの拡充措置であった訓練期間の緩和措置（ １年以上→６月以上）を恒久化。

＜対象資格・訓練＞
○ 就職の際に有利となる資格であって、養成機関において６月以上修業するものについて、地域の実情に応じて定める。

《対象資格の例》看護師､准看護師､保育士､介護福祉士､理学療法士､作業療法士､調理師､製菓衛生師、シスコシステムズ認定
資格、ＬＰＩ認定資格 等

  ※ 令和５年度末までの拡充措置であった対象資格の拡大措置（６月以上の訓練を通常必要とする民間資格）を恒久化。

【実施主体】都道府県・市区・福祉事務所設置町村

【補助率】国３／４、都道府県等１／４

【支給対象期間】修業する期間（上限４年）

【支給額】
月額10万円（住民税課税世帯は月額70,500円）
修学の最終年限１年間に限り支給額を４万円加算する。

【令和４年度総支給件数】8,093件（全ての修学年次を合計）

【令和４年度資格取得者数】2,929人（看護師 984人、准看護師 723人、保育士 264人、美容師 129人など）

【令和４年度就職者数】2,149人（看護師 846人、准看護師 419人、保育士 203人、美容師  98人など）

【実施自治体数】

（注）（ ）内は、都道府県、市等における実施割合。
※ 都道府県47か所には、県内の全市町村で実施している２自治体を含む（島根県、広島県）。

⇒児童扶養手当受給相当の所得要件を緩和（所得制限水準を超過した場合であっても、１年に限り引き続き対象者とする。）

5

２  事業の概要

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金 ＞ 令和６年度予算 163 億円の内数 （162 億円の内数 ） ※  （ ）内は前年度当初予算

 ○ 母子家庭の母又は父子家庭の父の就職を容易にするために必要な資格の取得を促進するため、当該資格に係る養成訓練の受講期間につ
いて給付金を支給することにより、生活の負担の軽減を図り、資格取得を容易にすることを目的とする。

都道府県 指定都市 中核市 一般市等 合計

令和4年度
47か所

(100.0%)※
20か所

(100.0%)
62か所

(100.0％)
751か所
(96.3%)

880か所
(96.8%)

事業番号④アクティビティ②



３  実施主体等

２  事業の概要・スキーム

１  事業の目的

ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

 ○ ひとり親家庭の学び直しを支援することで、より良い条件での就職や転職に向けた可能性を広げ、正規雇用を中心とした就業につなげてい
くため、高等学校卒業程度認定試験合格のための講座を受講する場合に、その費用の一部を支給する。

 

＜対象者＞
○ ひとり親家庭の親又は児童であって、次の要件の全てを満たす者。ただし、高校卒業者など大学入学資格を取得している者は対象としない。
 ① 就業経験、技能、資格の取得状況や労働市場などから判断して高等学校卒業程度認定試験に合格することが適職に就くため必要と認め

られること
 ② 自立に向けた計画（母子・父子自立支援プログラム）の策定等を受けていること（児童扶養手当受給相当の所得要件を撤廃）

＜対象講座＞
○ 高等学校卒業程度認定試験の合格を目指す講座（通信制講座を含む。）とし、実施主体が適当と認めたもの。ただし、高卒認定試験の試験

科目の免除を受けるために高等学校に在籍して単位を修得する講座を受け、高等学校等就学支援金制度の支給対象となる場合は、本事業の対
象としない。

＜支給内容＞
（１）通信制の場合
 ① 受講開始時給付金：

受講費用の4割（上限10万円）
 ② 受講修了時給付金：

受講費用の1割（①と合わせて上限12万5千円）
 ③ 合格時給付金：

受講費用の1割（①②と合わせて上限15万円）

【実施主体】都道府県・市・福祉事務所設置町村 【補助率】国３／４、都道府県等１／４

【R4実施自治体数】381自治体   【R4支給実績】事前相談：189人  支給者数：119人
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（２）通学又は通学及び通信併用の場合
 ① 受講開始時給付金：

受講費用の４割（上限20万円）
 ② 受講修了時給付金：

受講費用の１割（①と合わせて上限25万円）
 ③ 合格時給付金：

受講費用の１割（①②と合わせて上限30万円）

※③は受講修了日から起算して２年以内に高卒認定試験に
全科目合格した場合に支給

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金 ＞ 令和６年度予算 163 億円の内数 （162 億円の内数 ） ※  （ ）内は前年度当初予算

事業番号⑤アクティビティ②



３  実施主体等

２  事業の概要

１  事業の目的

母子・父子自立支援プログラム策定事業

 ○ 福祉事務所等に自立支援プログラム策定員を配置し、母子家庭の母及び父子家庭の父（離婚前から当該事業による支援が必要な者も含
む）に対し、①個別に面接を実施し、②本人の生活状況、就業への意欲、資格取得への取組等について状況把握を行い、③個々のケース
に応じた支援メニューを組み合わせた自立支援プログラムを策定し、④プログラムに沿った支援状況をフォローするとともに、⑤プログ
ラム策定により自立した後も、生活状況や再支援の必要性を確認するためアフターケアを実施し、自立した状況を継続できるよう支援を
行う。

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

母子家庭の母
及び父子家庭の父

※離婚前から当該事業
による支援が必要な
者も含む

＜自立支援プログラム策定員＞
・面談相談
・状況・課題把握
・民間企業連携強化支援員との連携
・関係機関等との連絡・調整

・自立支援プログラムの策定
・プログラムに基づく支援

 

自治体

就業・自立支援事業
自立支援給付金事業
母子父子寡婦福祉貸付金 等の活用

・アフターケアの実施

・就業による自立を支援

＜プログラムの主な内容＞

・生活や子育て、健康、収入、就業状況等

・自立・就業を阻害している要因及び課題

・阻害要因を克服するための支援方策

・自立目標

・支援の経過、支援内容の評価

・面接者の見解、行った指導、助言、対応等
の内容

※  生活保護受給者等就労自立促進事業の活用が望
ましい考えられる場合は移行

【実施主体】都道府県・市・福祉事務所設置町村

【補 助 率 】国10/10

【補助単価】
１プログラムあたり20千円 ※アフターケアを行う場合20千円を加算

キャリアコンサルタントによる講習等受講経費 １自治体あたり97千円

都道府県 指定都市 中核市 一般市等 合計

令和４年度
41か所

(87.2%)
20か所

（100.0%)
45か所

(72.6%)
493か所

（63.2%)
599か所

（65.9%)

策定件数 就業実績

令和４年度 5,302件 3,409件

【実施自治体数】

【事業実績】
（注）（ ）内は、都道府県、市等における実施割合。
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対象要件としていた児童扶養手
当受給相当の所得要件を撤廃

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金 ＞ 令和６年度予算 163 億円の内数 （162 億円の内数 ） ※  （ ）内は前年度当初予算

事業番号⑥アクティビティ①



３  実施主体等

２  事業の概要

１  事業の目的

ひとり親家庭への総合的な支援のための相談窓口の強化事業

○ 地方自治体の相談窓口に、就業支援を担う「就業支援専門員」を配置し、就業支援の専門性と体制を確保するとともに、母子・父子自立支援員が弁護士等
の専門職種の支援を受けながら相談対応を行える体制づくりや、相談対応以外の事務的な業務を補助する職員の配置、休日・夜間の相談体制づくりを支援す
ることで、相談支援体制の質・量の充実を図り、総合的な支援体制を構築・強化することを目的とする。

【実施主体】都道府県・指定都市・中核市・一般市等 【補 助 率】国1/2、都道府県・指定都市・中核市・一般市等1/2
【事業実績】

就業支援専門員の配置状況等 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

配置人数 52名 61名 74名 93名 98名 103名 107名

相談対応件数（延べ数） 12,553件 19,091件 26,169件 27,959件 37,268件 38,171件 38,975件

（１）就業支援専門員配置等事業【１か所あたり年額5,000千円】
「就業支援専門員」を配置し、母子・父子自立支援員と連携・協力して相談支援に当たることで、

①地域の実情に応じた相談窓口のワンストップ化を推進、②就業を軸とした的確かつ継続的な支援
の提供、③ＳＮＳ等を活用した支援施策に関する周知などを行う。

（２）集中相談事業【１か所あたり年額3,100千円】
児童扶養手当の現況届の提出時期（８月）等に、ハローワーク職員、公営住宅・保育所・教育関

係部局職員、母子家庭等就業・自立支援センター職員、婦人相談所職員、弁護士等を相談窓口に配
置して、様々な課題に集中的に対応できる相談の機会を設定する。

（３）相談支援体制強化事業（R4～）
ア 弁護士・臨床心理士等による相談対応支援【１か所あたり年額2,210千円】

母子・父子自立支援員が、弁護士や臨床心理士等の専門職種のバックアップを受けながら相談
支援を行える体制づくりに必要な費用の補助を行う。

イ 補助職員配置支援【１か所あたり年額4,648千円】
母子・父子自立支援員が相談支援に重点を置いた業務を行うことができるよう、相談支援以外

の事務的な業務を補助する者の配置に必要な費用の補助を行う。

ウ 夜間・休日対応支援【１か所あたり年額1,681千円】※土日対応を行う場合

ひとり親の就労時間外の相談ニーズに対応できるよう、休日や夜間に相談対応を行った場合に
追加的に係る費用の補助を行う。

エ 同行型支援【１か所あたり年額1,821千円】（R5～）
ひとり親が必要とする相談支援等を受けられるように、新たに同行支援や継続的な見守り支援等

の同行型支援を行うための体制づくりに必要な人件費や旅費、備品購入費等の費用の補助を行う。

母子・父子
自立支援員

○養育費等相談支援センタ－等に
よる養育費相談

○弁護士による養育費等に関する
法律相談

○児童扶養手当の支給、各種貸付
金の貸付 など

○自立支援プログラムの策定
○ハローワーク等との定期的な

連絡調整や同行支援
○能力開発等のための給付金の

支給 など

○保育所、放課後児童クラブ優
先入所

○家庭生活支援員（ヘルパー）
の派遣 など

就業支援

子育て・生活支援

養育費の確保、経済的支援

○こどもの生活・学習支援事業など

こどもへの支援

就業支援
専門員

総合的な支援のため
の相談窓口の整備

弁護士や補
助職員による
バックアップ

同
行
型
に
よ
る
支
援
の
実
施

同行型支援の
体制確保
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＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金 ＞ 令和６年度予算 163 億円の内数 （162 億円の内数 ） ※  （ ）内は前年度当初予算

事業番号⑦アクティビティ①



３  実施主体等

２  事業の概要・スキーム

１  事業の目的

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業

 

 ○ 高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資格の取得を目指すひとり親家庭の親に対し入学準備
金・就職準備金を貸し付け、これらの者の修学を容易にすることにより、資格取得を促進し、自立の促進を図ることを目的と
する。

＜対象者＞

○ ひとり親家庭の親であり、高等職業訓練促進給付金の支給を受ける者

＜貸付額＞
○ 養成機関への入学時に、入学準備金として５０万円を貸付
○ 養成機関を修了し、かつ、資格を取得した場合に、就職準備金として２０万円を貸付
 ※ 無利子（保証人がいない場合は有利子）

＜返済免除＞
○ 貸付を受けた者が、養成機関の修了から１年以内に資格を活かして就職し、貸付を受けた都道府県又は指定都市の区域内等

において、５年間引き続きその職に従事したときは、貸付金の返還を免除する。

 【実施主体】①都道府県又は指定都市（都道府県又は指定都市が適当と認めた者への委託も可能）
②都道府県又は指定都市が適当と認める社会福祉法人、公益社団法人、公益財団法人などの民間法人（都道府県等

が貸付に当たって必要な指導・助言を行う場合に限る。）
【補 助 率】 ①の場合：９／１０（国９／１０、都道府県又は指定都市１／１０）

   ②の場合：定額（９／１０相当）※都道府県又は指定都市は、貸付実績に応じて１／１０相当を負担
 【貸付実績】

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

入学準備金（貸付件数） 1,977件 1,542件 1,290件 1,166件 1,193件 1,077件

就職準備金（貸付件数） 821件 907件 889件 916件 915件 759件

9

高等職業訓練促進給付金の拡充に伴い、
対象者要件を緩和（児童扶養手当受給相当の所得要件を
緩和（所得制限水準を超過した場合であっても、１年に
限り引き続き対象者とする。））

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金 ＞ 令和６年度予算 163 億円の内数 （162 億円の内数 ） ※  （ ）内は前年度当初予算

事業番号⑪アクティビティ②
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ロジックモデル

【事業名】母子家庭等対策総合支援事業（のうち就業関係）

課題

ひとり親家庭等が安心して子育てをしなが
ら生活することができるためには、ひとり親
家庭の自立の促進に対する支援や、子
育て・生活環境の整備が必要がある。
また、ひとり親家庭の所得の増加を図るた
め、安定した就業環境を整備することや、
資格取得に向けた受講費用及び訓練期
間の生活費の支援等を行うことが必要と
なる。

現状分析

●母子家庭・父子家庭等の現状
＜参考＞令和３年度ひとり親世帯等調査
○ひとり親家庭の世帯数

  母子家庭  119.5万世帯
  父子家庭 14.9万世帯
○ひとり親家庭の就業状況
母子家庭就業率 86.3%

  父子家庭就業率 88.1%
→就業者のうち正規の職員・従業員

母子家庭  48.8%
  父子家庭  69.9%
→就業者のうちパート・アルバイト等

母子家庭  38.8%
  父子家庭  4.9%
○ひとり親家庭の平均年間就労収入

  母子家庭 236万円
  父子家庭 496万円
＜参考＞令和4年国民生活基礎調査
（厚生労働省）
○ひとり親家庭の貧困率 44.5％
○こどもの貧困率 11.5％

事業概要

本事業は、都道府県等が実施するひとり親家庭等に対する
事業の実施に要する経費に対し、補助金を交付し、もって
地域におけるひとり親家庭等対策の一層の普及促進を図
る事業である。本事業のうち就業関係は、①母子家庭等
就業・自立支援事業、④母子家庭自立支援給付金及び
父子家庭自立支援給付金事業、⑤ひとり親家庭高等学
校卒業程度認定試験合格支援事業、⑥母子・父子自
立支援プログラム策定事業、⑦ひとり親家庭への総合的な
支援のための相談窓口の強化事業、⑪ひとり親家庭等高
等職業訓練促進資金貸付事業である。

（参考）主な事業別の実施状況 （）は実施団体数

①母子家庭等就業・自立支援事業
（都道府県・指定都市・中核市によるセンター設置状況）

89.9％（116/129）
④母子家庭自立支援給付金及び父子家庭自立支援給付金事業
（自立支援教育訓練給付金）

93.8%（853/909）
（高等職業訓練促進給付金）

96.8%（880/909）
⑤ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

41.9%（381/909）

⑥母子・父子自立支援プログラム策定事業
65.9%（599/909）
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ロジックモデル

ひとり親家庭の就業相談に応じ、
家庭の状況等に対応し、適切
な助言や支援（個々のケース
に応じた支援メニューを組み
合わせた自立支援プログラム
策定など）の取組の実施に必
要な費用の補助

①⑥⑦の事業が該当

ひとり親家庭の親の就業を容易
にするために必要な資格取得
に係る養成訓練の受講費用に
対する給付金及び、受講期間
中の生活費の負担を軽減する
ための給付金を支給する取組
の実施に必要な費用の補助

④⑤⑪の事業が該当

①母子家庭等就業・自
立支援事業による就
業相談件数（延べ件
数）

令和６年度：99,655件

（参考）
①による就業支援講習
会の受講者数（延べ
件数）

令和６年度：17,257人

④高等職業訓練促進給
付金等事業の支給件
数

令和６年度：8,093件

⑥母子・父子自立支援
プログラム策定事業
における自立支援計
画書策定件数

令和６年度：5,339件

④高等職業訓練促進給
付金等事業における
修業修了者に占める
資格取得者数の割合

令和６年度：98％

令和６年
度当初予

算額

16,252百
万円

【事業名】母子家庭等対策総合支援事業（のうち就業関係）

【インプット】        【アクティビティ】             【アウトプット】  【短期アウトカム】 【長期アウトカム】

自立支援計画書策定者
にかかる就業実績
（件数）

令和10年度：3,409件

④高等職業訓練促進給
付金等事業における
資格取得者に占める
就業者総数の割合(修
学継続中を除く)

令和10年度：86.6％

【参考となるその他の指標等】

 児童扶養手当受給者数（令和４年度末時点） 約81.8万人

 うち児童扶養手当受給者新規認定件数 約9.8万人

 離婚件数（令和４年人口動態統計）               約17.9万件 

【参考となるその他の指標等】

ハローワークによる母子家庭の母等の新規求職申込件数

（令和４年度厚生労働省職業安定局調べ）  150,215件

生活保護受給者等就労自立促進事業※の支援対象者数うち

児童扶養手当受給者数

（令和４年度厚生労働省職業安定局調べ）         25,953名 

※関係機関（福祉事務所・ハローワーク）による就労支援チーム
を設置し、支援プランを作成→支援プランに基づく各種支援を実
施する取組み。
なお、当該事業の活用が望ましいと考えられる場合は母子・父子
自立支援プログラム策定事業の対象外となる。

【参考となるその他の取組み】 （詳細は12～13ｐ参照）

 ひとり親家庭の暮らし応援サイト「あなたの支え」 ⑬ひとり親家庭等に対するワンストップ相談体制強化事業
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３．実施主体等

ひとり親家庭等に対するワンストップ相談体制強化事業

○ ひとり親家庭等に対する支援について、①地方公共団体における窓口が統一されておらず、各種制度を詳細に把握する職員体制も希薄であること、②多

様な状況に応じた様々な制度が用意されているにもかかわらず、実際の活用にはハードルがあることから、ひとり親家庭等が数々ある制度にたどりつくことが

できているかが課題となっている。

○ 母子・父子自立支援員等、職員配置の拡充が難しい中、ＩＴ機器等を活用したひとり親のワンストップ相談体制の強化が必須。

○ ひとり親家庭等が必要な支援に繋がり、自立に向けた適切な支援を受けられるよう、ＩＴ機器等の活用を始めとしたひとり親家庭等のワンストップ相談及

びプッシュ型支援体制の構築・強化を図ることを目的とする。

○ 現在、実施中の調査研究事業において先進自治体の取組をまとめた事例集を作成し、周知することにより、自治体の効果的・効率的な実施を促進する。

○ チャットボットによる相談への自動応答や支援制度・担当窓口の案内、関係部署との情報共有システムの構築など、ＩＴ機器等の活用を始めとした相談
機能強化を図る。

＜事業イメージ＞

ひとり親家庭

情報入力・相談

支援施策等の案内

チャットボット

住居確保
の必要性

就業支援
の必要性

等

生活困窮部署

子育て支援部署

教育関係部署

ひとり親支援部署 

住宅関係部署

労働関係部局

入力された情報より、必要に応じて、自治体から家庭へアプローチを図る

子育て・生活支
援の必要性

経済的支援
の必要性

入力された情報を共同クラウドにより共有

Ａ家庭

Ｂ家庭

チャットボットによる支援
制度・担当窓口の案内

共同クラウドによる
情報共有

【実 施 主 体】都道府県、市、福祉事務所設置町村

【補助基準額】１自治体あたり：30,000千円

【補 助 率】国：３/４、都道府県、市、福祉事務所設置町村：１/４

１．事業の目的

２．事業の概要

令和５年度補正予算：1.8億円
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Ⅰ．事業の目的や課題に適った効果発現の経路およびアウトカム指標をいかに設定するか。
⇒（検討の方向性）

設定した指標だけに着目するのではなく、各事業や他省庁が行う関連事業の指標も参考に事業の効果を検証する。

Ⅱ．事業の対象となるターゲットを見極め、事業の成果を高めるため、どのような取組が必要か。

個々の相談者について、支援の必要性をどのように判断し、適切に母子・父子自立支援プログラムの策定につなげるに
はどのような働きかけを行えばよいのか。

• 母子・父子自立支援プログラムの策定を就業・自立につなげる上で、ハローワークやNPOといった関係機関との連
携などどのような取組が重要となるか。

• 就業相談に応じる側（母子・父子自立支援員や母子・父子自立支援プログラム策定員等）の専門性向上や維持のた
めに実施主体である地方公共団体にとってどのような取組が重要となるか。

⇒（検討の方向性）
実施主体である地方公共団体が、専門性を高め、当事者のニーズに応えていくことができるよう、地方公共団体にお

ける各事業の実践に資する働きかけを検討する。
また、地方公共団体において、当事者をきめ細かく支援する取組みを促進する補助金の枠組みについて検討する。

• 高等職業訓練給付金等事業によって資格を取得した者がその資格を活かした就労につながるための具体的な取組に
ついてどのような取組が重要となるか。

• 加速化プランにより拡充された資格も含め高等職業訓練促進給付金等事業がそれぞれの状況に応じて必要な人に活
用してもらえるようにすべきではないか。

⇒（検討の方向性）
実施主体である地方公共団体において、資格取得までの支援にとどまらず、就労、その後の定着まで支援するなど、

ひとり親家庭の自立促進により効果的な取組みが進むよう検討する。

議論のポイント （母子家庭等対策総合支援事業のうち、アクティビティ①②）
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